
号

1 制限付き一般競争入札に付す工事

（1）

（2） 高所監視カメラシステム修繕業務

（3） 名取市増田字柳田８０　他

（4）

（5） 円 （消費税及び地方消費税を除いた額）

（6）

（7）

（8）

（9） ① 名取市契約規則による

②

③ 有（４０％以内）

④ 出来高部分払　　無（－回）　　完成払

（10） 制限付き一般競争入札（事前審査型）

※この入札は新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として郵便入札対象とする。

2 入札参加資格

（1） 地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。

（2） 名取市競争入札参加資格者で、次の事項に全て該当すること。

①

②

③

④

⑤

  当該対象工事に建設業法（昭和24年法律第100号）第26条による主任技術者等必要かつ適正な人員を配置
することができる者であること。

  建設業法第３条第２項に規定する電気通信工事の建設業者で宮城県内に同条第１項に規定する営業所を
有する者であること。

平成２７年度以降に完成（完了）した、国又は地方公共団体が発注した小電力無線（25GHｚ帯）による遠隔操
作が可能となる映像伝送システム構築を伴う高所監視カメラ設置工事又は改修業務を元請として施行した実績
がある者であること。

入 札 方 法

当 該 対 象 工 事 に 対 応 す る 工 事 種 類 に つ い て 、 平 成 31 ・ 32 年 度 名 取 市 競 争 入 札 参

加資格者名簿に登載されている者であること。

名 取 市 登 録 業 者 に 対 す る 指 名 停 止 基 準 第 ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 指 名 停 止 の 期 間

中でない者であること。

前 払 金

支 払 方 法

工 事 概 要 既存高所監視カメラが経年劣化で、老朽化したため、今後の業務に支障が出る可能性があ
る為の修繕工事。

契 約 条 件

契 約 保 証 金 契約金額の１０％の額

入 札 担 当 課 名 取 市 総務部財政課

工 事 担 当 課 名 取 市 消防本部警防課

工 事 名

工 事 場 所

工 期 契約締結の翌日から 令和２年１０月１日

予 定 価 格 10,400,000          

名取市公告第 35

入　　 　　札　　　　公　　　　告

制 限 付 き 一 般 競 争 入 札 を 執 行 す る の で 、 地 方 自 治 法 施 行 令 （ 昭 和 22 年 政 令 第 16 号 ） 第 167 条 の ６

の規定により、次のとおり公告する。

令和2年5月7日

名取市長　　山田　司郎

工 事 番 号 第5号



（3）

する者の行為とみなす。

①

は暴力団員が経営に事実上参加していると認められるとき。

②

者」という。）の威力を利用するなどしていると認められるとき。

③

し、又は関与していると認められるとき。

④

有していると認められるとき。

⑤

取引したり、又は不当に利用していると認められるとき。

3 入札参加資格の確認等

（1）

① 　一般競争入札参加資格確認申請書

② 　配置予定の技術者に関する調書

者証（表裏両面）・監理技術者講習修了証・健康保険証の各写し

③ 　類似工事の施工実績書（様式６号）

④

もの）

⑤ 　建設業の許可書の写し又は許可証明書

（2） 名取市総務部財政課契約係

（3） （ 水

（4）

①

②

により通知する。また、入札参加資格を有すると認められなかった者には理由を付す。

③ 入札参加資格を有すると認められなかった者は、その理由について書面で問い合わせをすることができる。

入札参加資格の審査結果の通知

入 札 参 加 資 格 の 審 査 は 、 名 取 市 競 争 入 札 実 施 要 綱 第 7 条 の 規 定 に よ り 審 査 す る 。

）必着

提出書類

＊ 添 付 書 類 ： 主 任 （ 監 理 ） 技 術 者 及 び 営 業 所 専 任 技 術 者 の 、 合 格 証 明 書 ・ 監 理 技 術 者 資 格

経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書又は経営事項審査結果通知書の写し（直近の

提 出 先

到達期限 令 和 2 年 5 月 20 日

入札参加資格の審査結果については、令和２年５月２７日（水）までに入札参加資格確認通知書をＦＡＸ等

入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 又 は そ の 役 員 等 が 、 暴 力 団 、 暴 力 団 員 若 し く は 暴 力 団 関 係 者 （ 以

下 「 暴 力 団 等 」 と い う 。 ） 又 は 暴 力 団 等 が 経 営 若 し く は 運 営 に 関 与 し て い る と 認 め ら れ る 法

人 等 に 対 し て 、 資 金 等 を 提 供 し 、 又 は 便 宜 を 供 与 す る な ど 積 極 的 に 暴 力 団 の 維 持 運 営 に 協 力

入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 又 は そ の 役 員 等 が 、 暴 力 団 等 と 社 会 的 に 非 難 さ れ る べ き 関 係 を

入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 又 は そ の 役 員 等 が 、 暴 力 団 等 で あ る こ と を 知 り な が ら 、 こ れ と

　入札参加申請者は、次の書類を各1部特定記録郵便等配達履歴が確認できる方法により提出し、入札参加資格

の確認を受けなければならない。

が 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ３ 年 法 律 第 77 号 。 以 下 「 暴 対 法 」

と い う 。 ） 第 ２ 条 第 ６ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 員 （ 以 下 「 暴 力 団 員 」 と い う 。 ） で あ る 場 合 、 又

入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 又 は そ の 役 員 等 が 、 自 社 、 自 己 若 し く は 第 三 者 の 不 正 な 利 益 を

図 り 、 又 は 第 三 者 に 損 害 を 加 え る 目 的 を も っ て 、 暴 対 法 第 ２ 条 第 ２ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 （ 以

下 「 暴 力 団 」 と い う 。 ） 、 暴 力 団 員 又 は 暴 力 団 、 暴 力 団 員 に 協 力 し 、 関 与 す る 等 こ れ と 関 わ

り を 持 つ 者 と し て 、 警 察 か ら 通 報 が あ っ た 者 若 し く は 警 察 が 確 認 し た 者 （ 以 下 「 暴 力 団 関 係

名 取 市 入 札 契 約 に 係 る 暴 力 団 等 排 除 措 置 要 綱 （ 平 20 年 10 月 29 日 名 取 市 告 示 第 121 号 ） 別 表 各

号に規定する次のいずれかに該当するときは、入札に参加することはできない。なお、入札に参加し

よ う と す る 者 の 使 用 人 が 入 札 に 参 加 し よう と す る 者 の 業 務 と し て行 っ た 行 為 は 、 入 札 に 参 加 し よ う と

入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 の 役 員 等 （ 法 人 の 場 合 は 、 非 常 勤 を 含 む 役 員 及 び 支 配 人 並 び に

支 店 又 は 営 業 所 の 代 表 者 、 そ の 他 の 団 体 の 場 合 は 、 法 人 の 役 員 等 と 同 様 の 責 任 を 有 す る 代 表

者 及 び 理 事 等 、 個 人 の 場 合 は 、 そ の 者 並 び に 支 配 人 及 び 営 業 所 の 代 表 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ）



4 設計図書の閲覧及び貸出

（1） （ 木 （ 木

（2） 　申請のあった者に対して、閲覧資料データをメールで送付するものとする。

5 設計図書に関する質問等

（1） （ 木 （ 水

印のない場合は無効とする。なお、質問が無い場合は、連絡不要。

（2） 総務部財政課契約係 Fax：022-384-9680

（3） （ 金 ファックスにて回答する。

とする。

6 入札書の到達期限及び提出方法

（1） （ 水 ）

（2） 名取市役所 総務部財政課　契約係

（3） 封かん方法

（4）

　※配達証明付き書留郵便以外の一般郵便や持参されたものは無効とする。

7 入札執行の日時及び場所等

（1） （ 金 ）

（2） 名取市役所 総務部財政課

（3）

札書に記載すること。

（4）

（5） 入札立会は入札に関係のない職員が１名以上立合う。

（6） 入札保証金は、免除する。

（7）

る場合は原則無効とする。

8 最低制限価格の設定

9 入札の取り止め

と判断する場合には、当該制限付き一般競争入札を取り止めることがある。

本 公 告 に 示 し た 入 札 参 加 申 請 者 の 数 が ２ に 満 た ない場 合 、 また は 、 十 分 な 競 争 性 を 確 保 し 得 ない

場 所

落 札 決 定 に 当 た っ て は 、 入 札 書 に 記 載 さ れ た 金 額 に 当 該 金 額 の 100 分 の 10 に 相 当 す る 額 を 加

者 で あ る か 免 税 事 業 者 で あ る か を 問 わ ず 、 見 積 も っ た 金 額 の 110 分 の 100 に 相 当 す る 金 額 を 入

入札回数は一回とする（初度のみ）。

入 札 参 加 者 は 、 公 共 工 事 の 入 札 及 び 契 約 の 適 正 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 12 年 法 律 第 127

号 ） 第 12 条 に 規 定 す る 入 札 金 額 の 内 訳 を 記 載 し た 書 類 を 持 参 し 、 最 初 の 入 札 時 に 、 入 札 執 行 者

日 時 令 和 2 年 6 月 3 日 午後

　提出方法は、二重封筒によるものとし、「入札書」及び「工事費内訳書」を中封筒に入れ封印

し、中封筒には入札参加者名、入札件名、開札日及び入札書等が在中である旨を記載し、郵

送用の外封筒に同封する。

　外封筒には、「名取市役所総務部財政課契約係」の宛先を記載し、入札参加者名、入札件

名、開札日、入札書在中と記載すること。

提出方法 配達証明付き書留郵便

令 和 2 年 5 月 7 日 ）から 令 和 2 年 6 月 4 日 ）まで

受付期間 令 和 2 年 5 月 7 日 ）から 令 和 2 年 5 月 20 日 ） 午前11時まで

　閲覧を希望する案件名、会社名、担当者名、連絡先（電話番号等）を記載の上、電子メールに

てkeiyaku@city.natori.miyagi.jp 宛送信するものとする。午前中に受け付けたものは当日中に、

午後に受け付けたものは、翌日午前を目途にデータを送付する。

5時00分

宛 先

設定しない。

） 午 後 1 時 以 降

※ただし、名取市の休日を定める条例（平成元年名取市条例第16号）第１条に規定する市の休

日を除くものとし、送信時間は午前は午前８時30分から午後０時、午後は午後1時から午後５時ま

でとする。

＊ 質問は指定の用紙で社印を押印し、名取市役所４階財政課までファックスのこと。社

の 指 示 に よ り 提 出 す る こ と と し 、 書 類 の 提 出 の な い 入 札 は 無 効 と す る 。 ま た 、 書 類 に 不 備 の あ

算 し た 金 額 を もっ て落 札 価 格 と す る の で、 入 札 参 加 者は 、消 費税 及び 地方 消費 税に 係る 課税 事業

受付部署

質問回答 令 和 2 年 5 月 22 日

＊ 入札参加者は、全ての質問内 容を 把握 し、 その 内容 が入 札条 件に 含まれる もの

日 時 令 和 2 年 6 月 5 日 午前 10時00分

閲覧方法

閲覧期間



10 入札の無効

した入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者又は落札候補者としていた場合には、落札決定を取り消す。

11 落札者の決定方法

（1）

（2）

12 その他

（1）

ること。

13 連絡先

※　不明な点については、名取市総務部財政課契約係に照会のこと。

名取市総務部財政課契約係

　住所：〒９８１－１２９２　名取市増田字柳田８０番地

　電話：０２２-３８４-２１１１内線４３５・４３１

　ファックス：０２２-３８４-９６８０

　メールアドレス：keiyaku@city.natori.miyagi.jp

本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反

落札者の決定方法については、入札を行った者のうち、予定価格の制限の範囲内で最低の価格で

入札した者を落札者とする。

入札結果が確定した場合は、その結果を名取市役所財政課及び市のホームページにて公表する。

入 札 参 加 者 は 、 名 取 市 建 設 工 事 競 争 入 札 参 加 心 得 （ 平 成 21 年 名 取 市 告 示 第 11 号 ） を 遵 守 す



高所監視カメラシステム修繕業務

令 和 ２ 年 ５ 月 7 日

第5号
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